
目黒区工事請負指名競争入札参加業者指名基準

平成２年３月１６日付け目総経第７４１号決定

（目的）

第１条 この基準は、目黒区契約事務規則第３４条及び第３６条の規定に基づき、区が発

注する工事請負契約に係る指名競争入札の参加者（以下「入札参加者」という。）を指

名するに当たり、必要な事項を定め、透明性、競争性及び公正性を確保した契約を締結

することを目的とする。

（指名の判断事項）

第２条 入札参加者の指名に当たっては、区が発注しようとする工事請負契約（以下「発

注工事」という。）の予定価格に応じて次に掲げる事項を総合的に考慮して行うものと

する。

(1) 経営及び信用の状況

(2) 不誠実な行為の有無

(3) 指名及び受注の状況

(4) 官公庁工事等の実績

(5) 既発注工事の施工状況

(6) 発注工事における地理的条件

(7) 発注工事の内容に適した専業性及び技術的適性

(8) 発注工事に対する施工能力

(9) 建設業法に基づく資格要件の適否

（指名の方法）

第３条 入札参加者の指名に当たっては、発注工事の予定価格に応じ、別表１に定める工

事の種別ごとの発注標準金額に対応する等級に属する者のうちから指名する。ただし、

順位格付業種については、発注契約の予定価格に応じ、順位が概ね上位、中位又は下位

にある者のうちから指名する。

２ 契約担当者は、前項の規定により入札参加者を指名するに当たり、次の各号のいずれ

かに該当する者を優先して指名することができる。

(1) 指名競争入札参加者の選定に係る区内業者の認定基準（平成１６年９月７日付け目

総契第５９２号）に定める区内業者（以下「区内業者」という。）

(2) 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に定める中小企業者に該当す

る者

(3) 過去において、区を相手方とする当該発注工事と同種かつ同規模程度以上の契約を

履行した者で、工事成績評定による評定結果が優秀な者

（直近上位又は直近下位の等級に属する者の指名）

第４条 契約担当者は、次の各号のいずれかに該当する場合において、必要と認めるとき

は、前条第１項の規定にかかわらず、第１号及び第２号の場合にあっては当該等級の直



近上位又は直近下位の等級に属する者のうちから、第３号の場合にあっては直近上位の

等級に属する者のうちから、第４号の場合にあっては直近下位の等級に属する者のうち

から指名することができる。

(1) 区内業者を指名するとき

(2) 当該等級に属する者が指名しようとする者の総数に満たないとき又は当該等級に

属する者がないとき。

(3) 発注工事の予定価格が当該等級に対応する発注標準金額の上限と同額のとき又は

これに近い額であるとき。

(4) 発注工事の予定価格が当該等級に対応する発注標準金額の下限と同額のとき又は

これに近い額であるとき。

（上位等級に属する者の指名）

第５条 契約担当者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、第３条第１項及び前条の

規定にかかわらず、同条の規定による等級より上位の等級に属する者を指名することが

できる。

(1) 区内業者を指名するとき。

(2) 発注工事が特に緊急を要する工事であるとき。

(3) 発注工事が性質又は目的により高度の技術を要する工事又は施工上相当の困難を

伴う工事であるとき。

(4) 発注工事が目黒区以外の地域で施工される工事であるとき。

（指名の制限）

第６条 契約担当者は、次の各号のいずれかに該当する者を指名することができない。

(1) 不誠実な行為がある者

ア 指名停止又は入札参加除外措置期間中であるなど指名から除外する期間中であ

る者

イ 工事請負契約書に基づく区職員の指示等に従わないことなど契約の履行が不誠

実である者

ウ 区が発注する工事請負契約に関して下請け契約関係が不適切であることが明確

である者

エ その他不誠実な行為が認められる者

(2) 経営状況が著しく不健全である者

(3) 同時期に別の発注工事に指名を予定している者。ただし、同時期の発注工事数に比

して指名することのできる者の少ない場合には、この限りでない。

(4) 同一の発注工事において、中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に

基づく事業協同組合を指名した場合の当該事業協同組合の構成員

(5) 前各号に掲げる者のほか、指名することが不適当と認められる者



（指名業者数）

第７条 指名競争入札における指名業者数は、別表２のとおりとする。ただし、契約担当

者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、指名業者数を増加又は減じて指名するこ

とができる。

(1) 指名業者数を増加できる場合

希望確認型指名競争入札において希望業者が別表２に規定する指名業者数を超え

たとき。

(2) 指名業者数を減じることができる場合

ア 高度の技術を要する工事

イ 目黒区以外の地域で施工される工事

ウ 希望確認型指名競争入札において希望業者が別表２に規定する指名業者数に満

たないとき。

エ 発注工事の性質又は目的により別表２に規定する指名業者数を指名することが

できないとき。

（業者選定に係る協議）

第８条 契約締結請求主管課において業者選定に係る事項を決定する場合は、あらかじめ

契約担当課長に協議しなければならない。

付 則

１ この定めは平成２年４月１日から適用する。

２ 適用以前の定めに基づき選定、指名した者は、従前の例による。

付 則（平成１１年４月１日付け目総契第１０号）

この基準は平成１１年４月１日から適用する。

付 則（平成１７年８月３１日付け目総契第５４０号）

この基準は平成１７年８月３１日から適用する。

付 則（平成２３年８月２２日付け目総契第４０８５号）

この基準は平成２３年８月２９日から適用する。



別表１（第３条関係）発注標準金額に対応する等級

ア 土木工事（道路舗装工事、橋りょう工事、河川工事、水道施設工事、下水道工事及び一般

土木工事）

等級 発注標準金額

Ａ ６０００万円以上

Ｂ ２０００万円以上 ６０００万円未満

Ｃ １０００万円以上 ２０００万円未満

Ｄ ５００万円以上 １０００万円未満

Ｅ ５００万円未満

イ 建築工事

等級 発注標準金額

Ａ ７０００万円以上

Ｂ ３０００万円以上 ７０００万円未満

Ｃ １０００万円以上 ３０００万円未満

Ｄ ３００万円以上 １０００万円未満

Ｅ ３００万円未満

ウ 設備工事（電気工事、給排水衛生工事、空調工事）

等級 発注標準金額

Ａ ２０００万円以上

Ｂ １０００万円以上 ２０００万円未満

Ｃ ３００万円以上 １０００万円未満

Ｄ ３００万円未満

別表２（第７条関係）

予定価格 業者数

３０００万円以上 １０～１２社

１０００万円以上 ３０００万円未満 ８～１０社

３００万円以上 １０００万円未満 ６～８社

３００万円未満 ５～６社


